
いくつかの学校で今年の

４月に、臨時教員（常勤講

師）の先生も教員評価の対

象だとして、自己申告書の

提出を求めています。

しかし、県教委に確認し

たところ、「今後教員評価

の対象になるかもしれない

と校長会で説明したが、今

年はこれまで通り対象では

ない」という回答でした。

今回の茨城の教育では、

臨時教員（常勤講師）と教

員評価についてまとめます。

１，「教員評価の手引き」

では

平成２８年３月に出された県

教育委員会の「教員評価の手引

き」では、「教員評価の対象と

なる職員は、校長、副校長、教

頭、教諭（本採講師）、養護教

諭、栄養教諭、実習助手及び寄

宿舎指導員とします。再任用職

員（常時勤務者。短時間勤務者）

も評価の対象とします」と規定

しています。

規定の中の「本採講師」を県

教委に確認したところ、本採講

師は正規教諭であって、臨時教

員（常勤講師）ではないという

ことでした。

もし、管理職が「本採講師」

を常勤講師と理解したとすれば、

まさに勉強不足です。

２，給与制度が全く異なる

臨時教員（常勤講師）の先生

方が、教員評価の対象でないの

は臨時教員（常勤講師）の給与

制度が正規教諭と全く異なるこ

とが一番の理由です。

臨時教員（常勤講師）の先生

方は正規教諭の給料表が２級で

あるのに対し１級であり、その

上「昇給」という制度がありま

せん。

臨時教員（常勤講師）の先生

は３月27日に任用が切れて、４

月１日に新たに採用されます。

若年層では、数年間は初任給

が増額されますが、経験年数を

積むと最高初任給になって、給

与額は上がらず、変わらなくな

ります。

教員評価の給与反映が始まっ

て２年目になりますが、給与反

映は教員評価の結果をもとに昇

給に格差をつけるというもので

す。

昇給がなくて、次年度の雇用

が完全に保障されていない臨時

教員（常勤講師）の先生方が教

員評価の対象でないのは当然と

言えば当然の話です。

３，学校運営参加のための

懇談は必要

臨時教員（常勤講師）の先生

方にも、学校運営参加のための

懇談は必要ではないか、教員評

価の対象であってもいいのでは

ないかという意見があります。

組合としては、教員評価と切

り離して、臨時教員（常勤講師）

と管理職が学校運営に関わって

懇談することは意義のあること

だと考えます。

教員評価と切り離した懇談を

通して、管理職が臨時教員（常

勤講師）の先生方に、日頃問題

に思っていることや困っている

ことなどを聞くことは管理職の

学校運営上も必要なことです。

しかし、「教員評価の手引き」

では、自己申告書の提出を期限

を切って求めたり、評価を前提

にした授業観察や校長面談を実

施することを求めていません。

管理職が臨時教員（常勤講師）

の先生方に自己申告書の書き直

しを命じたり、懇談の

中で人格を否定するよ

うな言動を繰り返すよ

うなことは、教員評価

の目的である「教職員

一人一人の資質・能力

の向上」「学校全体の

活性化・教育力の向上」

にも反することです。

6月16日の茨城新聞の一面

には、「教職員の不祥事根

絶へ」という記事が載って、

県教委は「処分や公表基準

の厳格化」と「意識改革」

を二本柱に対策を強化し、

飲酒運転の「eラーニング
研修」を今春新たに導入し

たと記事になっています。

人の問題にしていては解決

個しない

記事の中には、「職員が孤立

しない風通しのよい職場づくり」

「情報の共有」等の再発防止策

が現場から提案されたという一

文があります。

コンプライアンス委員会や

「eラーニング研修」をいくら

やっても、不祥事の原因を教職

員個人の問題にしていては解決

はしません。

職場のコンプライアンス委員

会では、長時間過密労働やパワ

ハラ的な職場環境、情報が管理

職や一部の教職員に独占されて

いることなどを議論して、改善

策を検討すべきです。

コンプライアンス（法令遵守）

と言うなら、労働基準法の学習

や労働基準法に反した職場実態

の改善に取り組むべきです。
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臨時教員（常勤講師）は教員評価の対象ではない!!

コンプライアンスと言うなら、労働基準法の遵守を



今年の夏から、夏季休業

中の「学校閉庁」が始まり

ます。学校閉庁で学校が開

かないのですから、教育公

務員特例法に定められた研

修を行うべきです。

ところが、管理職の中に

は「学校閉庁期間の研修は

認めない」という態度をとっ

ている方がいます。

しかし、日頃言っている

「コンプライアンス」に矛

盾した指示であることを組

合は問題にしています。

教育公務員特例法では

教育公務員特例法では、21条

で「教育公務員は、その職責を

遂行するために、絶えず研究と

修養に努めなければならない」

と規定し、22条で「教育公務員

には、研修を受ける機会が与え

られなければならない」と規定

されています。

組合では教育公務員特例法で

規定された研修は、教員の権利

ではなく、職務であると考えて

います。

職務ですから、管理職が研修

を制限したり、認めないという

ことは職務を否定することであ

り、法令に反することだと組合

は主張してきました。研修を認

めないということはまさにコン

プライアンス違反です。

誰が研修を認めるのか

教育公務員特例法では22条2項

で、「教員は、授業が支障がな

い限り、本属長の承認を受けて、

勤務場所を離れて研修を行うこ

とができる」と規定されていま

す。

本属長は県教委ではなく、校

長です。承認は職場を離れるか

ら必要になります。

そして、本属長である校長が

勤務場所を離れての研修を認め

る基準は「授業が支障がないか

どうか」だけです。

教育公務員特例法には自宅で

はだめなどとは一切書いてあり

ません。以前、自宅でなければ

ならない理由を書けなどと言っ

ていた管理職がいましたが、ま

さにコンプライアンス違反、法

令に反した言動でした。

また、本属長は県教委でない

ので、研修の申し出に対して

「県教委に確認してみる」等と

言うこともおかしな話です。

管理職は「授業に支障がない

かどうか」だけを検討して研修

を承認すべきなのです。

当然のことながら、学校閉庁

期間は学校が開いていないので

すから、自宅は研修の場所とし

て最適の場所になります。

県教委の指示は研修計画書

と研修報告書の提出

県教委の指示は、 2 002年の

「研修計画書」と「研修報告書」

の二つを提出することだけで、2

002年以降変わっていません。

計画書と報告書はA4一枚で、1

週間分の研修が記載できるとい

うものです。

海外旅行の研修を認めない？

学校閉庁期間中も含めて夏季

休業中は、海外旅行に行くこと

は絶好の機会で、海外旅行は一

番の研修の機会になります。

学校によっては、英語の教員

が研修で海外旅行に行くことを

認めないという管理職がいると

いう話ですが、教員のモチベー

ションを低下させるだけでなく、

法令に違反していると言わざる

を得ません。

2017年11月24日に、日本原子力

発電（原電）は、18年11月に運

転開始から40年を迎える東海第

二原発について、20年の運転延

長を原子力規制委員会に申請し

ました。

しかし、東海第二原発は福島

第一原発と同じ旧式の「沸騰水

型」である上に、東海第二原発

の30キロ県内には96万人が住ん

でいます。

5キロ圏内には5万人が住んで

いて、5万人が30キロ圏外に避難

するのに30時間かかるというシュ

ミレーションが出されています。

原電は今年3月29日に、30キロ

圏内の6市町村と、東海第二原発

の再稼働をめぐり、事前に了解

を得ることを明記した新協定を

締結しました。

また、6月19日に、水戸市議会

は東海第二原発再稼働に反対す

る意見書を可決しました。

9月1日に東海第二廃炉を求

める集会を開催

こうした中で、9月1日（土）

に水戸市の駿友会館を会場に、

東海第二原発の20年延長、再稼

働の反対の県民集会が開催され

ます。詳細は今後の「茨城の教

育」でお知らせします。

組合では現在、30人学級と特

別支援学校の設置基準を求める

署名に取り組んでいます。

一つは「えがお署名」で、も

う一つは「特別支援学校の『設

置基準』を求める署名」です。

普通高校の30人学級も、特別

支援学校の設置基準がないこと

による過大過密は、子どもたち

の教育条件であるだけでなく、

教職員にとっては労働条件でも

あります。

二つの教育条件に関わる署名

にご協力をお願いします。

7月21日（土）10時から、分会

代表者会議を水戸市青少年会館

で開催します。

4月から7月の期間の職場の現

状や夏休み以降の組合の取り組

みについて話し合います。

学校閉庁、運動部の朝練禁止

などの県教委の運営指針、研修

問題、教員評価問題、長時間過

密労働等、日頃職場で疑問に思っ

ていること問題になっているこ

とをみんなで話し合って、組合

として何ができるかを検討しま

しょう。
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これって変だよ
～研修を認めない～

東海第二原発は廃炉しかない 教育条件改善の署名にご協力を

7月21日（土）に分会代表者会議を開催


